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ベトナムの対内直接投資は、1995年の東南アジア諸国連合（ASEAN）加盟や 2007 年

のWTO加盟を契機に増加傾向を辿った。2010 年代以降は中国の人件費高騰に伴い、チ

ャイナ・プラスワンという観点からベトナムへの生産移管が増加したほか、近年は米中

貿易摩擦を背景としたサプライチェーン再構築の流れも追い風となっている（第 1図）。 

 

第 1図：対内直接投資（実行額ベース）の長期推移 

 

 

ベトナムは GDP に対する対内直接投資の比率が ASEAN 諸国の中でも高いほか（第

2 図）、財輸出に占める外資系企業の割合が 2022 年時点で 74％に拡大するなど（第 3

図）、外資系企業の投資と輸出が経済成長を後押ししてきたと言える。2009 年以降、サ

ムスン電子の進出などに伴い、エレクトロニクス産業を中心に外資系企業の輸出が増加

し、近年は同社ベトナム法人の輸出額1がベトナムの全輸出の約 2割を占めている。 

 

 

 
1https://vir.com.vn/samsung-vietnam-reports-742-billion-in-revenues-in-2021-90961.html 
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第 2図：対内直接投資の GDP比率 第 3図：国内企業と外資系企業の輸出額  

  

 

 近年の対内直接投資の動向をみると、実行額ベースでは、2020 年以降、コロナ禍で伸

び悩んでいたものの、2022 年は 224 億ドル（前年比＋13.5％）と過去最高額を記録した

（第 4 図）。堅調な成長に加えて、米中対立など地政学リスクの高まりに伴うサプライ

チェーン再構築の動きも後押ししたとみられる。認可額ベースでは、電子製品や半導体

などの製造業が 5割超を占めるほか、不動産やエネルギーなどのライフライン関連の業

種が伸びている。国別では、シンガポールや韓国、日本などアジア諸国からの投資が大

部分を占めている（第 5図）。 

 

第 4図：対内直接投資（業種別） 第 5図：対内直接投資（国・地域別） 

  

  

 こうしたなか、日本の対ベトナム直接投資は増加傾向となっている。業種別では、中

間層拡大などを背景に近年は金融・保険業が牽引したほか、不動産業や卸売・小売業な

ど、非製造業の投資が増加している（第 6図）。 

ベトナムの対内直接投資拡大の背景には、中国や ASEAN主要国に近いという地理的

な優位性に加え、二国間自由貿易協定（FTA）や東アジア地域包括的経済連携（RCEP）

などの経済連携協定への参画など、交易環境の強みがある。さらに、1 億人に迫る人口

や所得水準の向上に伴い、製造拠点のほか、消費先としての魅力も増しており、国内マ
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ーケットの成長性もメリットの 1つである。一方、経済成長に伴い電力需要が増加する

なか、供給量拡大が追いついておらず電力不足が常態化していることや共産党内の権力

闘争によるプロジェクトの許認可の遅れなどが投資環境の悪化に繋がる可能性がある。 

 

第 6図：日本の対ベトナム直接投資 

 

 

 日本貿易振興機構（JETRO）が毎年実施している海外進出日系企業実態調査によると、

2022 年度時点で在ベトナム企業の 7 割超が現在の市場規模や今後の市場の成長性を評

価した。実際、「販売機能」を拡大すると回答した企業が 2022 年度には 57.8％と前年度

（49.1％）から大きく増加するなど、今後の内需拡大の見込みが投資先としての強みと

なっている（第 7図）。一方、「生産機能」を拡大する企業の割合は前年度から減少した。

日系企業のベトナムでの経営上の問題点して、7割超が人件費の高騰を挙げている（第

1 表）。現状、ベトナムの賃金水準は製造業を中心に他の ASEAN諸国やインドと比べて

安価だが、近年は、特に非製造業の賃金の伸びが大きくなっている（第 8図）。加えて、

同調査では調達コストの上昇も指摘されている（第 1表）。日系企業の現地調達率は 2022

年度時点で 37.3％とタイ（57.3％）、インド（48.7％）、インドネシア（47.2％）と比べて

低く、原材料や部品を輸入に頼っている点が調達コストの上昇に繋がっている可能性も

ある。 

第 7図：ベトナムにおいて拡大する機能 第 8図：人件費の推移（国別・業種別） 
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第 1表：経営上の問題点（2022年度調査） 

 

 

 ベトナムは豊富な労働力や広範な FTA などの輸出環境の優位性に加え、足元では、

先進国を中心としたサプライチェーン再編の流れからベトナムに生産移管を行う動き

もみられ、安定した投資流入が見込まれる。加えて、所得水準の上昇を背景に消費先と

しての魅力は増しており、サービス業を中心に非製造業への投資拡大が期待される。 

ただし、ベトナムでは中国からの原材料・部品の調達率がアジア諸国の中でも高く、

中国産製品の迂回輸出拠点として米国や EUの調査対象となるケースがあり、西側諸国

からの製造業の投資を呼び込む上でリスクとなりうる。また、コロナ禍を経て、生産拠

点集中のリスクが意識されており、外資系企業が製造拠点の分散化を図ることも想定さ

れる。加えて、最大の輸出相手国である米国に対する貿易黒字がさらに拡大すれば、対

米貿易不均衡の是正を求められる可能性は否定できない。 

中長期的には、人件費の上昇が予想されるなか、製造業への投資を呼び込むためには、

裾野産業の育成による調達コスト低減や産業の多角化・高付加価値化に加え、幅広い国・

地域との地域連携協定のさらなる推進などが求められる。 
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為替変動 62.8
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